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１．背景・目的・調査研究内容

①有識者へのヒアリングの実施
議会・選挙等に精通する７名の有識者に対して、投票率の向上に向けた課題についてのヒアリングを実施

統一地方選挙（道府県議会議員選挙）を巡っては投票率の低下が深刻な問題となっており、令和５（２０２３）年４月の選挙では
４１．８５％と過去最低を更新したこと及びブロック議長会議における問題提起等も踏まえ、都道府県議会議員選挙の投票率向上に向
けた課題の調査・研究を事務局において行い、その結果を主権者教育の推進など今後の本会の活動に活用していく。

3

職名（当時）氏名日程

一般社団法人選挙制度実務研究会会長大泉 淳一令和５年１１月２１日

慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科教授谷口 尚子令和５年１２月２２日

東北大学大学院情報科学研究科准教授（本調査研究事業アドバイザー）河村 和徳令和６年 １月１１日

東京大学大学院法学政治学研究科教授金井 利之令和６年 １月１９日

総務省主権者教育アドバイザー小島 勇人令和６年 ２月１４日

特定非営利活動法人ドットジェイピー理事長佐藤 大吾令和６年 ２月１６日

大邱大学招聘教授高 選圭令和６年 ３月 ４日

②諸外国調査（一般財団法人自治体国際化協会の協力を得て調査）
投票率が高い諸外国に対して、主権者教育の取組、投票環境、義務投票制等に関する調査を実施
【調査対象国（８か国）】イタリア、スウェーデン、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ベルギー、オーストラリア、シンガポール

③都道府県調査
４７都道府県（主に選挙管理委員会及び教育委員会）における、都道府県議会議員一般選挙の投票率、選挙啓発の取組状況、投票
環境等に係る調査等について調査を実施 （※）教育委員会には主権者教育の推進を図る上での課題についてのみ回答依頼。

④学校調査（都道府県選挙管理委員会・義務教育担当課・高等学校担当課・特別支援学校担当課・私学担当課等を通じて回答依頼）
公立・私立の小学校・中学校・高等学校・特別支援学校における、議会事務局などの外部団体と連携した主権者教育の取組状況等に
ついて調査を実施（計１６，３４３校から回答）

▼ヒアリングを行った有識者一覧（７名）

（１）背景・目的

（２）調査研究内容

ヒアリング及び調査結果を以下の５つの課題・論点に整理
①有権者の政治参画意識、②立候補者、③投票環境、④選挙制度、⑤その他
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 統一地方選挙における都道府県議会議員選挙の投票率は低下が続いており、令和５年は４１．８５％と過去最低を記録した。
 年代別の投票率は、１０・２０代が他の世代と比べ低く、年代が増すごとに段々と上昇していき、８０代以上が再び低下する。投票率

向上のためには若者、また、移動手段の制約や健康上の問題を抱えやすい８０代以上の高齢者層の投票を促進する取組が重要となる。

２．投票率の推移（その１・統一地方選挙の投票率）
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統一地方選挙（都道府県議選）の投票率の推移 令和３年７月以降の２３都府県議会議員一般選挙の年代別投票率

80代
以上

70代60代50代40代30代20代
10代

都道
府県 75-

79
70-
74

65-
69

60-
64

55-
59

50-
54

45-
49

40-
44

35-
39

30-
34

25-2920-24

44.9866.5165.2158.1449.1642.3831.9428.79秋田

－46.53※48.8037.5831.3126.6018.4524.65宮城

44.9970.8966.7158.0749.9041.4032.6034.10山形

39.5855.9151.0141.1533.0627.7318.9526.04福島

41.0457.4153.7246.6541.1534.2225.8037.47東京

36.4652.2148.3740.0933.5228.8922.9029.56千葉

38.5954.7951.1040.7132.8825.1318.2923.46茨城

42.8664.4859.4846.8139.4332.8523.1626.39新潟

33.3048.2145.8349.5443.2242.7541.9537.3732.9735.6729.0328.8527.1726.26愛知

41.1058.1955.1446.7340.5835.9423.8124.41静岡

42.6057.3454.1344.8337.6832.9524.8327.19岐阜

39.4361.6059.3249.3040.4134.5524.7224.10富山

48.3070.6966.8755.3247.8740.8828.0830.41石川

37.3647.1240.3928.2931.9231.3221.2829.17京都

38.9953.2048.9340.1934.1728.9019.3423.36兵庫

37.4149.3446.7237.3531.3225.2617.6918.89広島

41.3956.0252.2241.2033.5727.4520.5920.59岡山

41.8056.9457.0856.2752.4044.6639.9434.0431.5928.9729.6720.5917.3818.27山口

42.0558.8358.8356.9952.3345.3940.4637.0534.5131.4328.7523.5917.4420.03香川

44.4965.0954.2346.4940.2231.6623.4618.29高知

35.5450.0646.2640.1333.4328.9619.9217.33愛媛

37.9752.8947.5838.6931.5725.4918.1124.17福岡

43.0061.4757.0348.6237.4029.8521.8719.70宮崎

－61.90※71.3862.9655.5647.1336.5043.23R3衆

－55.72※65.6957.3350.7644.8033.9935.42R4参

（注）都道府県調査で回答を得た、令和３年７月以降に行われた２３都府県議選一般選挙の年代別投票率を掲載
宮城はＲ５．１０、福島はＲ５．１１、東京はＲ３．７、茨城はＲ４．１２、その他府県はＲ５．４の一般選挙
※は７０代以上



 罰則付きの義務投票制を採用している国（ベルギー、オーストラリア、シンガポール）の投票率はいずれも投票率が高く、９０％を超えるか、
９０％程度で推移している。

 一方、義務投票制を採用していない国（スウェーデン、デンマーク、ドイツ、ノルウェー）でも、主権者教育などが積極的に行われて
おり、投票率は７０％以上と比較的高い水準で推移している。

63.79%

84.21%
84.16%

76.58%

77.16%

88.38%
89.74%

95.81%

55.93%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

イタリア※（IT) スウェーデン（SE) デンマーク（DK) ドイツ（DE) ノルウェー（NO)
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SG 2001 2006 2011 2015 2020
JP 2009 2012 2014 2017 2021

※は義務投票制採用国

選
挙
実
施
年

２．投票率の推移（その２・調査対象国の国政選挙の投票率）
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調査対象国の直近５回の国政選挙の投票率の推移



３．投票率に影響を与える要因

投票率低下の要因に関する有識者の主な意見

 学校教育においてこどもたちが現実のイデオロギー問題を取り扱った議論を行い合意形成を図る経験が少ないため、国民一人ひとりに民主主義社会を構
成する一員としての意識が十分に育まれてこなかったのではないか。

 工業化の前は自宅と職場、産業、コミュニティが一体化していたが、工業化とともに都市に人口が集中すると、首都圏等では職場や学ぶ場所と住む場所
が異なるので地元感が薄れる。他方、地方の住民は減っていき、町内会や消防団等の機能維持に支障を来すようになる。このように長期的な視点で見る
と、マクロの人口変動は地方の政治や社会を脆弱化させる要因として働いているのではないか。

 若者は、政治に対する不信感や政治への無力感、政治と自身の生活の乖離等を背景として、特に政治への関心が低い。

 経済成長や社会の発展により、イデオロギーや階級などの対立構造が弱まり、主要政党のいわゆる「中道化」が進んだ結果、政党・政治家間の政策の違
いが分かりにくくなり、有権者の投票選択が難しくなったのではないか。

 統一地方選挙の統一度が低下し選挙への注目度が下がったことも要因として考えられるのではないか。

投票率を決める要因とは？

Ｒ＝Ｐ×Ｂ－Ｃ＋Ｄ
有権者が投票することにより得られると期待される利益
（Ｒ＞０であれば投票し、Ｒ≦０であれば棄権する）

Ｒ（Ｒｅｗａｒｄ）

選挙制度等個人の１票が選挙結果に影響を及ぼす可能性Ｐ（Ｐｒｏｂａｂｉｌｉｔｙ）

立候補者に関する情報発信の工夫・充実、
多様な人材の立候補促進等

各立候補者が当選した場合等にもたらすと期待される効用
（政策など）の差

Ｂ（Ｂｅｎｅｆｉｔ）

投票環境の向上投票に必要な時間や労力などの投票にかかるコストＣ（Ｃｏｓｔ）

主権者教育の推進など政治参画意識の向上
投票という義務を果たすことで得られる満足感や、政治的
な選好を表明することで得られる満足感等

Ｄ（Ｄｕｔｙ，Ｄｅｍｏｃｒａｃｙ）

ライカーとオードシュックの投票参加モデル…有権者の投票行動に影響を与える要因を定式化

（谷口尚子 慶応義塾大学大学院教授ヒアリング資料等を基に事務局が作成） 6

投票率向上に向けた主な課題



１．政治参画意識に関する現状・課題

４．有権者の政治参画意識に関する課題（その１）

 有権者の政治関心度は低下傾向にあり、特に若者の関心度が低くなっている。

 政治への無関心の背景には、高度経済成長期以降の安定した生活、教育格差・
経済格差の固定化、リアルな人間関係の希薄化や自治会等の地域コミュニティ
機能の低下などがあると指摘（総務省「常時啓発事業のあり方等研究会」報告書）
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出典：明るい選挙推進協会「第20回統一地方選挙全国意識調査」・ 「若い有権者の政治・選挙に関する意識調査（第４回）」
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44

2021年調査2009年調査

非常に関心がある 多少関心がある

ほとんど関心がない 全く関心がない

わからない

 人口減少・少子高齢化など多くの課題に直面。人々が政治的無関心のまま
では通用しない時代が到来

 これらの課題に対処し、持続可能な社会を築くため、こどもから高齢者ま
であらゆる世代を通じ、社会に参加し、自ら考え、自ら判断する自立した
主権者をつくる教育が重要

２．主権者教育に関する課題

 「18歳以上」への選挙権年齢引き下げを契機として、主権者教育の重要性
に対する認識が深まり、総務省や選挙管理委員会をはじめとする様々な主
体が出前授業など様々な啓発やイベントの開催などに取り組んできた。

これまでの取組が投票率低下を抑止し、
投票率の下支えの役割を果たしてきた面もあると考えられるが…

【有識者の意見】

 主権者教育は中長期的に投票率を向上させる効果を持つものと考えられる。

 投票率向上のためには、諸外国の例も参考にしつつ、主権者教育に関わる
様々な課題を踏まえた更なる取組を継続していくことが必要である。

学校・教育⾏政・選管が認識する主な課題と対応策まとめ（調査結果より）

対応策課題

児童・生徒側の課題

・模擬議会や議員との意見交換など社会参画を意
識できる実体験

・政治を身近に感じられる取組
・若者向け教材の開発

・政治への無関心・当事者意識の欠如
・政治不信

学校・教員側の課題

・教科横断的な取組の推進
・教員研修の充実
・教材開発・効果的な主権者教育ノウハウの共有
・校長会などを通じた主権者教育の必要性の周知

・教育課程への位置付け
・時間的余裕の欠如
・教員の意識・知識不足
・政治的中立性の確保

学校の外部との関係性に関する課題

・教育委員会と選挙管理委員会の連携
・保護者向け啓発
・ニーズに応じた授業内容の提供

・外部団体との連携方法等に係る情報不足
・保護者や家庭への啓発不足

選挙管理委員会側の課題

・人員の確保と選挙以外の時期の活用
・ノウハウ蓄積・共有

・出前授業を行う人員不足
・選挙期間中の業務への注力

（％）

有権者の政治関心度の変化 若者の政治関心度の変化※

※ 2009年は16-29歳、2021年は18-29歳
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N=16,343

３．主権者教育の課題に対する取組・検討（こどもたちの政治への関心を向上するために）

①若者自ら課題を探り解決策を提案し政策として実現を図る取組の推進
 若者の政治への関心と参加意欲を高めるためには、政治が自分たちの生活に

密接に関わっていることを実感させ、主体的に社会に関わることの重要性を
認識させることが必要

 若者自ら社会課題を探り提案した解決策が議会や行政に取り入れられ政策に
反映されることで「自分の力で世の中を変えられる、投票してもっと世の中
を変えよう」という意識が育まれ、積極的に社会や政治に参画しようとする
意欲の向上に繋がるのではないか。

取組例 滋賀県「子ども県議会」

こども目線で作成された観光パンフレット▲
（滋賀県HP）

こどもの意見表明権の保障のため平成25年から実施。小学
校4年生から中学校3年生が県政への意見や提言をまとめ、県
議会議場で知事などに質問を行う。この取組を通じ、実際に
こどもの提案が観光パンフレット作成に反映された事例もあ
る。

②議員との交流を通し、政治を身近に、そして信頼感を醸成

 こどもたちが議員と直接交流し、身近な地域課題が議会で解決されているこ
とを知ることで、議会や議員が自分の生活に身近であることを実感してもら
い、また、地方公共団体の重要な意思決定を行う議会への信頼感を醸成する。

 政治家の姿勢や考え方、地域が抱える様々な課題を知ることで、政治や社会
問題への関心を高める等の効果も期待できる。

③議会や選挙管理委員会等多様な主体と学校との連携

 投票率低下は社会全体の問題であり、議会、選挙管理委員会、学校、行政、
報道機関、家庭、地域など多様な主体が連携して取り組む必要がある。学校
と外部団体との連携は主権者教育を担当する教員の負担軽減にもなる。

 議会事務局との連携は全体平均が３．９％と低い状況にあり、教育委員会と
の連携強化や学校との接点の増加などに取り組んだ上で、議会が主体となっ
た主権者教育の更なる推進が重要

（％）

連携先
学校種別 事例

なし
その他

地域や
家庭

NPO等大学
左記以外の
自治体機関

議会
事務局

選挙管理
委員会

79.32.76.31.20.24.73.54.7公立小学校（N=8,484）

82.81.64.90.80.84.93.35.7私立小学校（N=122）

69.33.87.01.70.45.24.613.8公立中学校（N=4,208）

76.62.41.64.80.82.41.610.5私立中学校（N=124）

51.34.54.24.32.25.44.632.6公立高等学校（N=2,351）

67.44.61.62.23.52.43.020.8私立高等学校（N=371）

67.33.81.95.80.01.91.925.0公立中等教育学校（N=52）

72.70.00.00.00.00.00.027.3私立中等教育学校（N=11）

43.010.16.80.50.23.02.641.7公立特別支援学校（N=605）

66.70.016.70.016.70.00.016.7私立特別支援学校（N=6）

66.70.00.00.00.011.10.022.2無回答（N=9）

71.03.56.01.80.64.83.912.9全体平均

（単位：％）

選挙小屋は、各政党がブースを設置し、有権者と直接対話を
行う場、学校選挙は、生徒が模擬選挙や政党討論会に参加し、
政治や選挙について学ぶ機会。

④北欧三国の主権者教育

 北欧三国では、義務教育段階から民主主義の仕組みや価値を学ぶとともに、
社会参加に必要な能力の育成が重視されている。

 また、選挙小屋や学校選挙などを通して、若者が
政治に触れる機会を積極的に提供しており、若者
の高い投票率に繋がっている。

 北欧の取組は、こどもの頃から主権者教育を積み
重ね習慣付けることの大切さを示唆している。

▲課外授業で選挙小屋を訪れ、党員から話を聴くノルウェー
の小学生たち（写真提供／あぶみあさきさん）

81.3%

91.9%

30.69%

74.13%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

18-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75-79 80+

スウェーデン(2014) 日本(2021)

学校における外部団体と連携した主権者教育の実施状況（令和5年）

スウェーデンと我が国の国政選挙の年代別投票率

POINT
スウェーデンは年代間の投票率の差が
小さい（若者の投票率が高い）

N＝16,343（全国の公立・私立の小学校・中学校・高等学校・特別支援学校に調査）
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４．有権者の政治参画意識に関する課題（その２）

（年齢）

（投票率）



0.7

4.2
12.7

78.9

3.5 立候補したい

機会があれば立候補したい

あまり立候補したいとは思わない

立候補したくない

わからない（無回答を含む）

1.5

9.0

22.6
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7.5

50.3 51.6 50.1 43.5 42.5 40.3 35.1

17.7 24.0 28.4 28.3 26.6 27.3 28.3
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やりがい 人助け 地域貢献 家族の理解 立候補費用等 仕事との両立 落選後の生活

 選挙における争点や立候補者間における政策の違いが明確になるよう、立候補者に関する情報発信を工
夫・充実することで、各候補者が当選した場合にもたらすと期待される効用（政策）の差がわかりやすく
なり、有権者が投票するようになる

 インターネットを利用して選挙情報を収集する若者が多い。政治に関心の低い層や忙しい日常を送る働き
盛りの層には立候補者に関する情報収集の負担が大きい。こうした有権者を考慮すると、インターネット
を通じて立候補者情報を一元的に収集しやすい仕組みが重要

例えば・・・選挙公報（電子版）の積極的周知
民間団体によるボート・マッチ（定数が多い選挙区で特に有効） など

 ヒアリングでは、政策に関する議論の質を高め立候補者間の政策の差を有権者に周知する観点から、公開
討論会の開催も必要なのではないかとの意見もあった。

 障害を抱える方の選挙権行使を支援する観点から、立候補者情報をわかりやすく伝えるための取組も重要
（取組事例：点字版・音声版・拡大版の選挙公報等）

５．立候補者に関する課題

 若者や女性など多様な人材の立候補促進は、新たな視点や価値観を政治や
政策に取り入れ、議会が多様化・複雑化する住民ニーズや地域課題に応え
ていくために不可欠。

 また、選挙の競争性が高まり１票の有効性が高くなると有権者が思うよう
になるとともに、立候補者と同世代や同じ立場の有権者などの共感を得や
すくなり投票が促進される。

 議員職に関心を持つ人向けの研修など各種の立候補支援の充実や立候補休
暇制度の創設、議会・議員活動の見える化を進める

 議会におけるオンライン会議の活用やハラスメント対策など当選後に議員
として活躍しやすい環境整備を進める

１．立候補者に関する情報発信の工夫・充実

40.4
30.6

20.1

0
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20
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50

選挙にあまり
関心がなかった

政党の政策や人物像など
違いがよくわからなかった

適当な候補者が
いなかった

33.0

64.0

29.9

58.0

0

10

20

30

40

50

60

70

知事選 都道府県議選 市町村長選 市町村議選

（％）

（％）

出典：明るい選挙推進協会「第20回統一地方選挙全国意識調査」

２．多様な人材の立候補の促進

男性 女性

出典：明るい選挙推進協会
「第20回統一地方選挙全国意識調査」

出典：本会「国民の地方議会・議員に関する意識調査」

（％）

（％）

■そう思う
■どちらかといえばそう思う

68.0 75.6 78.5 71.8 69.1 67.6 63.4

多様な人材の立候補を促進するために…

棄権の理由

候補者情報の不足を感じたことがある人の割合

選挙に立候補してみたいか

POINT

女性の立候補促進が特に課題

議員を目指す場合に重視すること
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６．投票環境に関する課題（その１）

 投票率向上のためには投票しやすい環境を整備し、投票の負担感を軽減することが重要
 特に地方においては、人口減少や地方公共団体の人的・財政的資源の制約等を背景に投票期日の投票所の設置には課題があり、設置数は減少傾向にある。

77.4

73.9

69.5

60.3

21.7

25.8

29.1

39.7

0.9

0.2

1.4

0 20 40 60 80 100

5分未満

10分未満

20分未満

20分以上

投票に行った 投票に行かなかった 分からない・NA

（％）

出典：明るい選挙推進協会「第26回参議院議員通常選挙全国意識調査」

期日前投票制度
 選挙期日の告示日※の翌日から選挙期日の前日ま

での間、期日前投票所の設置が可能。期日前投票
者数及び利用率は伸びており、今後も期日前投票
の需要が見込まれる。期日前投票所の拡充も重要

共通投票所の設置
 既存の投票区の投票所とは別に、商業施設や駅な

ど、その市町村の有権者であれば投票可能な共通
の投票所を設置できる制度（平成28年創設）。限ら
れた人員や人が集まりやすい施設を有効活用し、
投票所の柔軟性を増し、有権者の利便性を向上す
ることができる。

移動期日前投票所の取組
 投票箱や記載台を設置した車が巡回し車内で投票

できる取組。人口減少に伴い、公共交通機関の廃
止が相次ぎ、高齢者等の運転免許証の自主返納が
推進される中、投票所へのアクセスが困難な者の
投票機会確保は今後ますます重要

※ 公職選挙法第33条第5項第5号で都道府県議会議員選挙の選挙期日は少なくとも9日前に告示することが定められている。

53,417 53,439 53,290 

51,742 

50,311 

48,777 
47,902 

47,033 
46,016 

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

H10 13 16 19 22 25 28 R1 4
出典：総務省資料

▼茨城県つくば市は移動期日前投票所等のオンライン
予約サービスの実証実験を実施

①スマホで予約 ②送迎車による投票所への移動支援

②移動投票所（車）が自宅へ

投票所

移
動
投
票
所
の
予
約

送
迎
車
の
予
約

①スマホで予約

１．人口減少等を背景とした投票所の減少

参議院議員通常選挙 投票所の数の推移投票所までの時間と投票参加率

投票所までの時間
が長くなれば投票
参加率は下がる

投票所の数は減り
続けている

出典：総務省資料

4,482,977

5,668,156

6,800,953

7,740,938

8,793,373
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16.57%

22.25%
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35%

期日前投票者数 利用率

41道府県議選における期日前投票者数及び利用率の推移
２．投票期日の投票所の減少への対応

北海道函館市の商業施設内に共通投票所を設置した例

山口県萩市の移動期日前投票所の取組
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６．投票環境に関する課題（その２）

３．投票方法の多様化の検討

• ドイツ及びデンマークでは、選挙権があ
れば理由の如何に関わらず、郵便投票を
利用することが認められている。

• ドイツのラインラント・プファルツ州に
おける欧州議会議員選挙兼地方議会議員
選挙（２０１９年）では郵便投票利用率
が２９．３％だった。

 インターネット投票は、有権者から導入を求める声が多いが、システムの安定稼働やセキュ
リティ対策、コストなどの課題への対応のほか、投票立会人不在の中での投票を広く認める
ことについて議論が必要

 重度の身体障害者や要介護５の者が利用できる郵便投票は、要介護４及び３への対象者拡大
が検討されている。高齢化の進展に伴い要介護者が増加し、投票したくてもできない有権者
の投票機会の確保がますます重要となる中、制度拡大には不正防止や選挙管理委員会のコス
トなども考慮しつつ検討を行い、対象者を拡大する場合は段階的な実施が望ましい。

誰でも利用できる郵便投票制度（ドイツ、デンマーク）

４．大学生等の住民票の異動促進

 大学生の約６割が住民票を異動していない。異動してい
ない者の投票率が３割を下回っているとの調査もある。
このため、大学生の投票率向上には住民票の異動促進が
重要となる。

 住民票の異動促進は、家庭や学校、行政など多様な主体
が連携して取り組むことが大切である。

27.3%

68.2%

58.0%

17.0%

14.7%
14.9%

0%

20%

40%

60%

80%

学生 社会人

移している 移していない わからない

住民票を移している若者の割合※ 住民票を移さない若者と移した若者の投票参加率の比較※

60.7%

39.3%

現在住んでいる市区町村に選挙権があった

投票に行った 投票に行かなかった

29.8%

70.2%

以前住んでいた市区町村に選挙権があった

投票に行った 投票に行かなかった

５．投票日における交通費補助・公共交通機関の無料化の取組（イタリア、ベルギー）

投票日における交通費補助（イタリア）

 選挙人名簿登録地のコムーネ（基礎自治体）を離れている選挙人が投票日に当該コムーネに投票に行く場合、交通手段（鉄道、
飛行機、船舶及び高速道路）の利用に係る割引を受けられる。

 例えば、飛行機を利用する場合には、４０ユーロを上限として国内線の往復運賃の４０％の割引が適用される。また、地方鉄
道には６０％、国内長距離線には７０％の割引が適用される（二等車のみ）。

公共交通機関の無料化（ベルギー）

 ベルギーのワロン地域（広域自治体）では、全地域住民を対象に、投票日は公共交通機関が無料化される。

POINT
住民票を異動しない若者の投票率が低い出典：明るい選挙推進協会「第２５回参議院議員通常選挙における若年層の意識調査」

※18-24歳
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７．選挙制度その他

 投票率向上は、多様な民意を反映し、議員が住民を代表して議会で行われる重要な意思決定に参画することの正当性を担保するために重要である。
 しかし、投票率向上だけでなく、議会が住民の多様な意見を政治に反映させるため、多様な政治参加手段の確保、多様な住民が参加する政策議論の

促進、そして多様な民意の政策への反映を通じ、住民の政治参加を促進し議会への信頼を高めることも重要

 無投票当選が増加傾向にあり、特に１人区で多く、女性候補者の割合も低い。ヒアリングでは、この
問題を解決するため、合区により多人数区を増やし、多様な人材の立候補を促進することが有効と考
えられ、現行では認められていない配当基数１以上の市と市の合区を柔軟に行えるよう、公職選挙法
を改正することが提案された。

 しかし、合区には課題もある。選挙区設定の自由度が高まることで恣意的な区割りが行われる懸念や、
人口が少ない地域の民意が反映されにくくなるおそれがある。また、選挙区が広がることで、立候補
者や議員が全ての地域をカバーして住民と直接対話する機会の確保がより難しくなり、有権者と立候
補者・議員の関係が希薄になり、政治への関心や信頼が低下するおそれなどがある。

 公職選挙法を改正して都道府県が地域の実情に応じて柔軟に合区を行えるようにすることは重要だが、
実際に合区を検討する際には、これらの課題を考慮し、慎重かつ丁寧な議論を行うことが必要である。

１．無投票当選が多い選挙区定数の見直し
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２．義務投票制

 ベルギー等の罰則ありの義務投票制採用国では投票率が大幅に向上し現在も高水準を維持しており、義務投票制には投票率を向上する効果が見られる。
 我が国では、選挙権の性格について、国政への参加を国民に保障する「権利」と選挙人としての地位に基づき公務員の選挙に関与する「公務」の両者

をあわせもつ「二元説」がある。ヒアリングでは、最近は学説的にも「権利一元説」（投票しない自由も含む）が強まっており義務化は現実的に困難
との意見や、無責任投票の増加など投票の質低下の可能性が指摘された。

 総務省も、過去の国会答弁で「公務としての性格があるとしても国民に投票を強制し得るような性質も有するのかということ、選挙権の行使は選挙人
本人の自覚にまつべきであり、外部からの強制によるべきではないのではないかという考えもある」と述べ、義務投票制の採用に慎重な姿勢を示して
いる。
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１８９３年義務化

ベルギーの投票率の推移

３．選挙以外の政治参画手段の確保
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